
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 129.54 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 195.32 420,619 141.79 425,105 146.35

0 0 0 0

0 0 0 0

19,741 -188 -521 -1,862

0

19,741 -188 -521 -1,862

56,236 52,252

0 0 0

52,786

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

6.10 0.00 5.70 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

2,942 3,158 2,731 2,674

0

人件費合計（①＋②＋③） 55,374 55,944 58,967 54,926

57,476

事業費（支出済額－②報酬合計） 7,041 4,521 4,117 2,550

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 5.80 0.00 5.80 0.00

①職員給与合計（常勤） 52,432

合計 5.70
一般財源 2,550　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

82,156 60,277 62,563 55,614

62,415 60,465 63,084

0

正規職員等 5.70
2,550 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　）

2,550 賃借料 2,094　千円 大判プリンター賃借料等

千円 負担金 30　千円 コンパクトなまちづくり協議会参加負担金

49　千円 国庫補助金等の県報告に関する旅費等

需用費 377　千円 災害対応関係消耗品費等

コンパクトなまちづくり協議会

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

■ 負 担 金

課

根拠法令等

事業実施内容

・建設部門内の事務管理に伴う各部課との連絡調整機能を確保する。
・建設部門の災害対応（主に風水害）体制を確保する。

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

　計画建築部内に係る調整事務及び建設事業の円滑な推進のための建設４部に係る総合調整（国庫補助金，地方債
等の総括を含む）事務経費。

対象 ４．その他 建設部門各課 22

電話 内線　4113

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度 未定

細目 002 説明 01 課等の長 奈良　文彦款 09 項 01 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 総務管理事務費 担
当
課

部課名 計画建築部建設総務課

予算科目コード 会計 01

1



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

3
13 建設発生土処分単価に関すること 無 無 3

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 計画建築部 氏名 石原　史也 確認日 2019.8.9

15 神奈川県藤沢土木事務所との連絡調整に関すること 無 無 3
16 建設部門における水防体制の構築と防災安全部との調整に関すること 無 無

10 奥田公園駐車場に関すること 無 無 1 3
11 諸課題に係る調整に関すること 無

9 ６月議会，９月議会における経営状況報告に関すること 無 無 1 3

14 庁内の建設発生土処分対象工事に関すること 無 無

無 3

8 庁内からの工事依頼の集約及び受託課との調整に関すること 無 無 3

7 庁内からの積算依頼の集約及び受託課との調整に関すること 無 無 3

6 まちづくりの推進及び支援に係る調査，研究及び
総合調整に関すること，まちづくりの総合調整に関すること 無 無 1

5 都市再生整備計画に関すること 無 無 1 3

1 3

1 補助事業の執行に関すること 無 無 3

4 県完了検査に関すること 無 無 1 3

3 会計検査に関すること 無 無 1 3

評
価

建設部門全体の円滑な事務執行と災害対応の体制確保に寄与した。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き，建設部門全体の適切な事務執行体制の確保に努めていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

共通－2 歳出予算の執行（支出伝票） 無 無 3 3

2 概算請求に関すること 無 無

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

－

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

- - - -

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

部内及び部門内の調整業務を主とする事業の性質上，数値化に適さないため。

-

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

- - -

17 防災安全部との連携及び建設部門内の配置（水防体制）に関すること 無 無 1
18 災害応急対応に関すること 無 無 1
19 事後処理に関すること 無 無 1
20 建設部門に関係する施策及び事案の調整に関すること 無 無 1
21 建設部門内緊急事案に対する調整に関すること 無 無 3
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 47.49 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 55.23 420,619 42.73 425,105 37.28

0 0 0 0

0 0 0 0

340 -3 -25 -11

0

340 -3 -25 -11

922 917

0 0 0

910

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.10 0.00 0.10 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

51 54 45 47

0

人件費合計（①＋②＋③） 955 964 967 964

20,398

事業費（支出済額－②報酬合計） 21,936 17,204 14,996 19,434

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.10 0.00 0.10 0.00

①職員給与合計（常勤） 904

合計 0.10
一般財源 19,434　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

23,231 18,165 15,938 20,387

22,891 18,168 15,963

0

正規職員等 0.10
19,434 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　）

19,434
千円

19,434　千円 （公財）藤沢市まちづくり協会運営補助金

（公財）藤沢市まちづくり協会運営補助金

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

補助金（市単独で行う補助金）

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

□

□

■ 補 助 金

団体

根拠法令等 その他（要綱等） （公財）藤沢市まちづくり協会運営補助金交付要綱

事業実施内容

　（公財）藤沢市まちづくり協会において,行政の状況及び事務内容に精通した人材を活用し,適切な運営管
理を行い，費用の一部を助成する。

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

　魅力ある都市形成と豊かな地域社会の実現のための事業等を行い，地域社会の健全な発展と市民の福祉の増進に
寄与することを目的としている（公財）藤沢市まちづくり協会に対して運営管理費（人件費）の一部を助成する。

対象 ３．団体 （公財）藤沢市まちづくり協会 1

電話 内線4113

事業開始年度 平成 13 年度 終了（予定）年度 未定

細目 003 説明 01 課等の長 奈良　文彦款 09 項 01 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 （公財）藤沢市まちづくり協会運営管理費補助金 担
当
課

部課名 計画建築部建設総務課

予算科目コード 会計 01
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 計画建築部 氏名 石原　文也 確認日 2019.8.9

12 運営管理費補助金に関すること 無 無 3

評
価

　行政に精通した人材を活用することにより，協会の適切な運営管理に寄与した。

今
後
の
方
針

　現状維持
　人材育成等に取り組むとともに，中長期的な視点での事業の方向性を検討し，新たな財源の確保等，財務体質の強
化を図る。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

共通－2 歳出予算の執行（支出伝票） 無 無 3 3

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

－

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

- - - -

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

補助金の支払いを主とする事業の性質上，数値化に適さないため。

-

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

- - -
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 122.32 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 185.12 420,619 136.18 425,105 69.82

0 0 0 0

0 0 0 0

20,422 -194 -8,060 3,194

0

20,422 -194 -8,060 3,194

35,954 46,752

0 0 0

54,606

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

3.90 0.00 5.10 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

3,043 3,267 1,746 2,393

0

人件費合計（①＋②＋③） 57,283 57,873 37,700 49,145

49,321

事業費（支出済額－②報酬合計） 161 212 210 176

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 6.00 0.00 6.00 0.00

①職員給与合計（常勤） 54,240

合計 5.10
一般財源 176　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

77,866 57,891 29,850 52,515

57,444 58,085 37,910

0

正規職員等 5.10
176 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　）

176 負担金補助及び交付金 10　千円 神奈川県地区用地対策連絡協議会会費

千円

40　千円 公共事業用地取得業務のための普通旅費

需用費 126　千円 公共事業用地取得業務のための事務用品等の購入

神奈川県地区用地対策連絡協議会

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

■ 負 担 金

429,317 人

根拠法令等 その他（要綱等）

事業実施内容

１.公共事業に伴う用地取得事業を事業主管課と連携しながら実施した。
２.土地の先行取得に係る市議会への情報提供が，事業担当課から適切に行われるように指導等を行った。
３.出資団体の事業運営等に関する指導及び本市との連絡調整を行った。

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

１.公共事業用地の取得事務
２.出資団体の運営指導及び連絡調整

対象 １．個人 市民

電話 内線　6401

事業開始年度 平成 21 年度 終了（予定）年度 未定

細目 008 説明 01 課等の長 奈良　文彦款 09 項 01 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 資産管理関係費 担
当
課

部課名 計画建築部建設総務課

予算科目コード 会計 01
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

33 藤沢市補償業務審査委員会に関すること 無 無 3

35
藤沢市土地開発公社の任命及び同公社に
対する当該任命内容の通知 無 無 1

36 藤沢市土地開発公社の健全化に関すること 無 無

31 残地補償業務に関すること 無 無 3 3

32
藤沢市公共事業に伴う補償業務のあり方検
討委員会に関すること 無

30 移転補償に関すること 無 無 3 3

34
行政財産の取得及びこれに伴い交換に供す
ることとなつた市有地に係る不動産評価委員
会の庶務に関すること

無 無 3

無 3

29 買取り業務に関すること 無 無 3

28 公有地先行取得依頼契約に関すること 無 無 3

27 取得財産の引継ぎに関すること 無 無 1

26 所有権移転登記に関すること 無 無 3 1

3

22 土地売買契約に関すること 無 無 3 3

25 分筆登記及び地積更正に関すること 無 無 3 1

24 不動産鑑定評価鑑定依頼の事務執行に関すること 無 無 3 3

評
価

１.公共事業に伴う用地の取得（先行取得及び直買い）について，当該事業主管課等と調整を行い事業を進めることができた。
２.「公有地の拡大の推進に関する法律」第５条（地方公共団体等に対する土地の買取り希望の申出）の買取りについて，土地開発公社に
よる公共用地の先行取得で対応できるように調整することができた。
３.土地開発公社の先行取得に伴う事業主管課による市議会への情報提供について，適切な指導等を行うことができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
１.公共事業に伴う用地の取得（先行取得及び直買い）に当たっては，引き続き当該事業主管課等と情報を共有する
とともに連携しながら行う。
２.土地開発公社による先行取得に当たっては，引き続き事業主管課から市議会へ情報提供が適切に実施されるよう
指導等を行い透明性の確保に努める。
３.土地開発公社及び開発経営公社の経営健全化の促進を図るため事業状況，財務状況及び経営状況の把握に努め運
営指導等を行う。
４.平成２７年度の土地開発公社の存廃に関する検討結果については，「当面の間は存続させる。」こととなった
が，その間は存続を見直す機会を設けて経営状況，必要性等を確認し問題がなければさらに存続させるという整理を
していく。最初の見直しについては村岡事業用地の処分が完了した時期と思料する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

共通－2 歳出予算の執行（支出伝票） 無 無 3 3

23 税務署協議に関すること 無 無

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

１.事業主管課等と積極的に連絡調整を行う。
２.出資団体と積極的に連絡調整を行う。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
－

単位

- - - -

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

公共事業に伴う用地取得事業は，事業主管課が主体となる性質であること，また，出資団体の運
営指導及び連絡調整が主だった事業内容であるため,指標の設定ができない。

-

実
績

－
単位

－
単位

－

(1)
平成30年度末時

点の課題

１.公共事業に伴う用地の取得（先行取得及び直買い）に関する当該事業主管課等との情報共有
２.出資団体の運営等に関する課題等の把握

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

－
単位

－
単位

－
単位 単位

- - -
－

3
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８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 計画建築部 氏名 石原　史也 確認日 2019.8.9

37 ２公社の経営状況の報告に関すること 無 無 1

38
藤沢市土地開発公社及び一般財団法人藤
沢市開発経営公社の決算書の確認 無 無 3

39
藤沢市土地開発公社及び一般財団法人藤
沢市開発経営公社の予算書の確認 無 無 3

40
藤沢市土地開発公社及び一般財団法人藤
沢市開発経営公社の運営指導及び連絡調
整

無 無 3
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 162.34 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 167.25 420,619 164.70 425,105 166.73

0 0 0 0

0 0 0 0

340 -3 287 -323

0

340 -3 287 -323

1,844 917

0 0 0

910

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.20 0.00 0.10 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

51 54 90 47

0

人件費合計（①＋②＋③） 955 964 1,934 964

70,019

事業費（支出済額－②報酬合計） 69,055 69,055 69,055 69,055

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.10 0.00 0.10 0.00

①職員給与合計（常勤） 904

合計 0.10
一般財源 69,055　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

70,350 70,016 71,276 69,696

70,010 70,019 70,989

0

正規職員等 0.10
69,055 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　）

69,055
千円

69,055　千円 長期割賦償還金（元金及び利子）

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

償還金利子及び割引料

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

団体

根拠法令等 その他（要綱等） （辻堂神台地区の都市再生事業に係る特定公共施設整備事業の実施に関する協定書第8条に基づく）年賦支払契約書

事業実施内容

　都市再生機構直接施行（街路・道路事業）で活用した長期割賦償還金の支払い事務。

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

　辻堂駅周辺地域都市再生事業のうち，平成１８年度から平成２１年度の４カ年で都市再生機構の直接施行により実施し
た街路・道路事業の事業費について，一般財源相当分に機構資金による立替（長期割賦）を活用したことに伴う償還金
の支払いを行うもの。

対象 ４．その他 独立行政法人都市再生機構 1

電話 内線　4113

事業開始年度 平成 22 年度 終了（予定）年度 令和 6

細目 009 説明 01 課等の長 奈良　文彦款 09 項 04 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 辻堂駅周辺地域都市再生事業償還金 担
当
課

部課名 計画建築部建設総務課

予算科目コード 会計 01
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 計画建築部 氏名 石原　史也 確認日 2019.8.9

評
価

償還金の支払い事務が適切に執行された。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き，適切に事務を執行する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

共通－2 歳出予算の執行（支出伝票） 無 無 3 3

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

－

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

- - - -

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

償還金の支払いを主とする事業の性質上，数値化に適さないため。

-

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位

- - -
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